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衆
議
院
議
員
岩
國
哲
人
君
提
出
新
聞
発
行
部
数
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
「
押
し
紙
」
行
為
」
が
、
私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律

第
五
十
四
号
）
第
二
条
第
九
項
の
規
定
に
基
づ
き
公
正
取
引
委
員
会
が
指
定
す
る
、
新
聞
業
に
お
け
る
特
定
の
不
公
正
な
取

引
方
法
（
平
成
十
一
年
公
正
取
引
委
員
会
告
示
第
九
号
）
第
三
項
又
は
不
公
正
な
取
引
方
法
（
昭
和
五
十
七
年
公
正
取
引
委

員
会
告
示
第
十
五
号
）
第
十
四
項
に
規
定
す
る
不
公
正
な
取
引
方
法
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
同
法
第
十
九
条
の
規
定
に
違

反
す
る
こ
と
と
な
る
。

二
に
つ
い
て

公
正
取
引
委
員
会
に
お
い
て
は
、
株
式
会
社
北
國
新
聞
社
に
対
し
、
そ
の
取
引
先
新
聞
販
売
業
者
に
同
社
が
定
め
る
目
標

部
数
を
提
示
し
て
ほ
ぼ
そ
の
部
数
で
取
引
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
新
聞
販
売
業
者
が
実
際
に
販
売
し
て
い
る
部
数
に
正
常

な
商
慣
習
に
照
ら
し
て
適
当
と
認
め
ら
れ
る
予
備
紙
等
を
加
え
た
注
文
部
数
を
超
え
て
そ
の
日
刊
新
聞
を
供
給
す
る
と
い
う

行
為
を
行
っ
て
い
た
も
の
と
し
て
、
平
成
十
年
二
月
十
八
日
に
、
当
該
行
為
の
取
り
や
め
等
を
命
じ
る
審
決
を
行
っ
た
。

三
に
つ
い
て

一



経
済
産
業
省
及
び
旧
通
商
産
業
省
が
、
社
団
法
人
日
本
エ
ー
ビ
ー
シ
ー
協
会
か
ら
、
御
指
摘
の
「
新
聞
各
社
の
「
押
し
紙
」

行
為
」
を
把
握
し
た
と
の
報
告
を
受
け
た
こ
と
は
な
い
。

二


